
 7款 労働費 1項 労政費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1 労政総務費 (本年度) (国庫支出金) 2給料 2,218,768 4,703,904 1  給与費
4,710,283 530,071

3職員手当等 1,683,719

   538人

(前年度) (諸収入)

4共済費 801,417

6,379 2  労政諸費
5,723,148 1,469

8報償費 80

(比 較) (一般財源)

11需用費 4,124

△1,012,865 4,178,743

12役務費 1,409

14
使用料及び

766賃借料

2 労政福祉費

(本年度) (国庫支出金)

1報酬 1,064 2,866 1  労政福祉推進費133,476 602

7賃金 308

3,691 2  労働教育事業推進費(前年度) (諸収入)

8報償費 6,434

1,295 3  労働安全衛生対策費
177,115 200

9旅費 164

3,200
 4  労働団体等社会事業補助金

(比 較) (一般財源)

11需用費 4,593

12,907 5  両立支援事業費

△43,639 132,674

12役務費 603

6,459 6  女性就業支援事業費

13委託料 17,443

4,222
 7  神奈川なでしこブランド事業費

14
使用料及び

831

79,172 8  日雇労働者福祉対策費

賃借料

19,664 9  寿町勤労者対策費

19
負担金、補

102,036助及び交付
金

3
労働センタ

(本年度) (使用料及び

8報償費 8,780 7,548 1  労働センター維持運営費
ー費

97,358 手数料)

11需用費 41,734 76,140
 2  かながわ労働プラザ維持運営費(前年度) 13,017

12役務費 13,377

11,403 3  労働相談等事業費

96,859 (財産収入)

2,267 4  労働講座開催費

(比 較) 2,530

499 (諸収入)

6,470

 7款 労働費 1項 労政費

(122)



目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

13委託料 27,574

14
使用料及び

4,000
賃借料

19
負担金、補

1,893

(一般財源)

助及び交付

75,341

金

労政費計

(本年度) (国庫支出金)

4,941,117 530,673

(前年度) (使用料及び

5,997,122 手数料)

(比 較) 13,017

△1,056,005 (財産収入)

2,530

(諸収入)

8,139

(一般財源)

4,386,758

 7款 労働費 2項 職業訓練費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1 産業人材育 (本年度) (国庫支出金) 1報酬 25,502 2,129 1  職業訓練指導費
成費

232,075 137,435

4共済費 4,187

30,921 2  職業訓練生就職対策費
(前年度) (使用料及び

8報償費 3,275

3,322
 3  職業訓練生福利厚生事業費182,702 手数料)

9旅費 1,365

10,761
 4  職業能力開発推進事業費

(比 較) 1,270

11需用費 9,995

47,096 5  事業内訓練援助事業費

49,373 (諸収入)

12役務費 2,570

105,241 6  技能向上対策事業費

122

13委託料 5,070

8,763 7  技能尊重対策事業費

(一般財源)

14
使用料及び

298

 8  視覚障害者技能習得援助事業費

93,248

賃借料

23,842補助

19
負担金、補

179,813助及び交付
金

2
職業技術校

(本年度) (国庫支出金)

1報酬 99,037 71,053 1  維持運営費費 1,577,851 1,311,167

929,593 2  普通職業訓練事業費

 7款 労働費 1項 労政費 2項 職業訓練費

(123)



目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

4共済費 17,672(前年度) (県債)

7賃金 6,325

229,776
  3  障害者職業能力開発事業費

1,520,318 8,000

8報償費 110,439

170,854  4  職業訓練手当支給費(比 較) (使用料及び

9旅費 5,661

28,773  5  人材育成支援事業費
57,533 手数料)

11需用費 197,982

143,323  6  機械整備費

37,531

12役務費 54,031

4,479
  7  職業訓練指導員研修事業費

(財産収入)

13委託料 756,330

13,574

14
使用料及び

44,446

(諸収入)

賃借料

15,921

16原材料費 50

(一般財源)

18備品購入費 110,875

191,658

19
負担金、補

175,003助及び交付
金

3
産業技術短

(本年度) (国庫支出金)

8報償費 36,214 46,223  1  維持運営費
期大学校費

186,885 120,831

9旅費 1,262

13,019  2  教務運営費(前年度) (使用料及び

11需用費 77,649

106,853  3  高度職業訓練事業費
246,059 手数料)

12役務費 29,996

20,790  4  機械整備費

(比 較) 160,495

13委託料 17,850

△59,174 (財産収入)

14
使用料及び

1,569

1,944

賃借料

(諸収入)

18備品購入費 22,089

9,373

19
負担金、補

256

(一般財源)

助及び交付

△105,758

金

職業訓練費
(本年度) (国庫支出金)

計
1,996,811 1,569,433

 7款 労働費 2項 職業訓練費

(124)



目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

(前年度) (県債)

1,949,079 8,000

(比 較) (使用料及び

47,732 手数料)

199,296

(財産収入)

15,518

(諸収入)

25,416

(一般財源)

179,148

 7款 労働費 3項 雇用対策費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1 雇用対策事 (本年度) (財産収入) 1報酬 57,719 69,076 1  若年者雇用対策費
業費

224,654 31

4共済費 9,705

48,348 2  中高年齢者雇用対策費
(前年度) (諸収入)

7賃金 1,764

12,140
 3  高年齢者労働能力活用事業費253,303 114,235

8報償費 2,413

67,463 4  障害者雇用対策費

(比 較) (一般財源)

9旅費 1,002

10,103
 5  駐留軍関係離職者雇用対策費

△28,649 110,388

11需用費 5,044

5,799 6  雇用推進対策費

12役務費 2,012

 7  かながわライフ支援センター事

13委託料 89,248

11,725業費

14使用料及び 28,070
賃借料

15工事請負費 2,700

19
負担金、補

24,977助及び交付
金

 7款 労働費 2項 職業訓練費 3項 雇用対策費

(125)



 7款 労働費 4項 労働委員会費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1 委員会費 (本年度) (一般財源) 1報酬 62,687 60,063  1  委員報酬
66,276 66,276

9旅費 3,419

委員 21人

(前年度)

10交際費 170

2,624  2  あつせん員報酬
66,276

3,589  3  委員会運営費(比 較)

0

2 事務局費

(本年度) (一般財源)

2給料 92,368 200,752  1  給与費209,641 209,641

3職員手当等 73,212

         20人(前年度)

4共済費 35,172

8,889  2  事務局運営費209,269

8報償費 80

(比 較)

9旅費 650

372

11需用費 2,569

12役務費 5,305

13委託料 10

14
使用料及び

212
賃借料

19
負担金、補

63助及び交付
金

労働委員会
(本年度) (一般財源)

費計
275,917 275,917

(前年度)

275,545

(比 較)

372

(財産収入)

1,985
  1  労働関連施設等土地貸付収入22,270

  2  公共職業安定所土地建物貸付収

(諸収入)

20,285入

2,700

2,700
  3  かながわ労働プラザ納付金

(一般財源)

△24,970

 7款 労働費 4項 労働委員会費

(126)




